
 

 

地球環境研究分野                                        

 

研究の概要 

地球環境は人類の生存基盤に関わる最も基本的かつ重要な要素であり、人間活動に起因する温室効果ガ

ス増加による地球温暖化の進行とそれに伴う気候変動や、オゾン層変動等がもたらす人類を含む生態系への

影響に関し、その予測される影響の大きさや深刻さからみて、持続可能な社会の構築のためには地球規模の

環境保全に向けた取組が必要不可欠である。しかも、地球環境に対して人間活動の影響が現れるまでには時

間が比較的長くかかることから、中長期的な視点に立った継続的な研究への取組が重視される必要がある。 

そこで、地球環境の現況の把握とその変動要因の解明、それに基づく地球環境変動の将来予測及び地球

環境変動に伴う影響リスクの評価、並びに地球環境保全のための対策に関する研究を実施する。特に、大気

中の温室効果ガスの地球規模での動態の観測・解明、過去から将来にわたる気候変動の解明・予測、気候変

動に対する地球規模の影響リスクの評価、気候変動に対する国際的な適応・緩和対策に関する研究など、気

候変動（地球温暖化）問題に重点をおいて研究を推進する。  

また、地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境データベース（自然科学データ、及び社会・経済デ

ータ）の構築・運用、国内外で実施される地球環境研究の推進にかかる支援を行う。衛星による温室効果ガス

モニタリングについては、引き続きデータの処理・検証・提供を行う。その他、地球環境の監視・観測技術及び

データベースの開発・高度化に関わる研究、将来の地球環境に関する予見的研究や、新たな環境研究技術の

開発等の先導的･基盤的研究を行う。 

以上の調査・研究を推進することにより、以下の方向を目指す。  

① 全球及び東アジア域を中心とした地球環境に影響を及ぼす温室効果気体等の物質の観測・解析を行い、

それらの地球規模での循環の実態とその長期的な変動機構を明らかにする。  

② 地球環境変動の実態の解明と将来予測の精緻化を進める。  

③ 気候変動に対する地球規模の影響リスクの評価を行うことにより、気候変動政策に資する科学的知見を提

供する。  

④ 世界規模での温室効果ガス排出抑制策（緩和策）や気候変動に対する適応策を総合的に評価することに

より、気候変動に対する国際的な適応・緩和対策の推進に関する科学的知見を提供する。  

⑤ 地球環境の戦略的モニタリング事業、地球環境データベース事業、地球環境研究の支援事業等を進める

ことにより、上記をはじめとする地球環境研究の基盤の提供に資する。 

 

外部研究評価委員会による年度評価の平均評点 

総合評価の平均評点 ４．７３ 点（五段階評価：5 点満点） 

 

外部研究評価委員会からの主要意見                                   

現状についての評価・質問等 

○ 地球環境研究に関する我が国の中心的研究機関として、質・量ともに国際的にも優れた研究がなされてい

る。限られた人員のなかで、当該分野の広範な研究に適切に取り組んでいる。 

○ モデルによる将来予測とシナリオの作成が単一の研究所内でできるということは、政策貢献の上で大変有

利であり、同時に所外の研究機関との情報交換を強めるとよい。 

○ センターにおける研究事業には、サイエンスとしての研究精度の向上を含め、多様な側面があるものと考え

られるが、これらに遍く対応することは実質上困難であり、戦略的な観点から取り組みの優先順位付けを行

う必要があるのではないか。 



 

今後への期待など 

○ 少ない人数で多くの研究と業務をこなさなければならないことは理解しているが、将来に発展する経常研究

への取組みが弱くならないように配慮してほしい。 

○ 最終的な目的は地球温暖化の抑制・制御であったり、温暖化が進行したときの順応的管理や対策を適切か

つ合理的に行うための知見を集積することであり、そのための手段そのものが重要であることはいうまでも

ないが、目的とのバランスも考慮していく必要がある。 

○ 研究所以外との情報交換をより強める必要もある。データ統合・解析システム（DIAS）その他のプロジェクト

をどう双方向利用していくのかについても、検討してほしい。 

 

主要意見に対する国環研の考え方 

① 国内外における研究コミュニティとの協働作業や知見・情報の交換・共有は重要であると認識しており、少し

でも総合的な研究成果につながるような努力が必要と考えております。 

② センターが蓄積してきた知見、技術、スキル等を考えると、取り組むべき多様な分野のうちのいずれかに的

を絞ることは必ずしも適切ではないと考えており、むしろ各分野の中での取り組み対象に戦略的な優先順位

をつけて研究を推進したいと考えております。 

③ 将来に発展する経常研究への取組みの重要性について、今後とも所属職員の意識を高め、研究への取り

組みがなされるように図ってまいります。 

④ データ統合・解析システム（DIAS）などとの連携の必要性に鑑み、すでに取り組みを始めているところです。

また、その他のプロジェクトとの関係についても検討してまいります。 

 

 


